
20．トレンチャー掘削による掘削断面積と施工速度の関係

(国研)土木研究所寒地土木研究所 ○ 永長 哲也 

１．はじめに 

道路の無電柱化は，防災性の向上，交通安全の確

保，景観の改善などを目的として，全国的に推進さ

れている。しかし，その普及には施工コストの低減

が依然として重要な課題となっている。特に電力・

通信の需要密度が低く，延長の長い区間が多い北

海道の郊外部において，機械施工による効率化と

低コスト化が強く求められてきた。 

寒地土木研究所ではトレンチャーを用いた試験

施工 1)2)を実施し，効率的な施工方法の検証を行っ

ており，国のマニュアル等 3）4)にも反映されている。

さらに近年では，直轄国道 5)や高速道路 6)，さらに

は電力・通信事業者 7)による実施工への導入も進み

つつある。 

本研究では，これらの試験施工および実施工か

ら得られたデータを基に，掘削断面積とトレンチ

ャー施工速度の関係を分析した。その結果、日施工

延長を定量的に算定できるようになり，電線類地

中化工事における工期算定や施工計画策定に資す

る基礎的知見を得たので報告する。 

２．使用機械の概要 

トレンチャーとは一定の幅と深さを連続的かつ

高速で掘削可能な機械の総称である（写真-1，表-

1）。施工に用いた機械は，掘削刃の取付位置を変更

することで，最小 200 ㎜～最大 610 ㎜までの掘削

幅に対応可能である（写真-2）。また，オプション

仕様として，Ｗカッティング 5)にも対応すること

で，最大掘削幅 1000㎜まで施工可能である。 

掘削深さは標準仕様で最大1000㎜まで対応して

いる。また，オプション仕様として浅層掘削用の

700 ㎜および深層掘削用の 1200 ㎜を選択可能であ

り，施工条件に応じた最適な掘削深さの設定が可

能である。 

３．試験施工および実施工の概要 

 寒地土木研究所では，トレンチャーの施工性能

を把握するため，試験施工および実施工において

データを収集し，整理・解析した。以下その概要に

ついて述べる。 

写真-2 掘削刃（幅 610 ㎜） 

機械名 トレンチャー

機関出力（本体用） 55.2kW（74PS）軽油

機関出力（コンベヤ用） 19.8kW（26.5PS）ガソリン

掘削機構 チェーン式

掘削刃 カップ型/超硬ビット型

全長 10600mm

全幅 2520mm

全高 2470mm

車両総質量 7400kg

最大掘削深
1000mm（標準）

700㎜/1200㎜（OP）

最大掘削幅
200～610mm（標準）

610+390=1000㎜（OP）

掘削機オフセット量 390㎜

その他 排出コンベヤ付き

表-1 機械諸元 

写真-1 トレンチャー試験施工状況 
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3.1 試験施工の概要 

 試験施工は，令和 3 年 10 月，令和 4 年 11 月，

令和 6 年 6 月，寒地土木研究所石狩吹雪実験場構

内（北海道石狩市）において実施した（図-1）。 

試験にあたっては，実施工を想定した掘削断面

を再現するため，管路条数が数本収められる内空

や道路構造を確保し，現場条件を踏まえた 7 パタ

ーンの断面構成を設定した。試験条件を以下に示

す。 

・掘 削 幅：150～610㎜ 

・掘削深さ：500～1200㎜ 

・掘削条件：舗装版を撤去後，トレンチャーに 

      よる路盤及び路床の一括掘削（図-2） 

 

3.2 実施工の概要 

(1)電線共同溝工の概要 

電線共同溝工事での施工は，令和 3 年 9 月，北

海道七飯町で，北海道開発局函館開発建設部が発

注する電線共同溝工事の施工延長 1.6 ㎞区間の内，

上下線 130mでトレンチャー施工を行った（図-1）。

なお，管路材は角型多条電線管（φ130）4 条であ

る（図-3）。 

施工は，幅 670㎜厚さ 80㎜の舗装を撤去後，土 

 

 

砂掘削を行い，掘削幅 610 ㎜，掘削深さ 1000 ㎜と

し，トレンチャー施工に適したコンパクトな断面

とした。掘削方法は路盤及び路床を一括で掘削し 

捨土とした。 

(2)通信管路工の概要 

 通信管路工での施工は，令和 5年4月～10月に， 

北海道白老町から苫小牧市の高速道路で，東日本 

高速道路

直轄国道

県道

電子国土WEB

電子国土WEB

高速道路

県道

施工試験箇所

直轄国道

図-1 施工箇所（上段:試験施工,高速道路,直轄国道）

（下段：県道(沖縄県八重山郡竹富町） 

図-2 試験施工掘削断面一覧 

図-3 実施工掘削断面一覧 
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高速道路株式会社北海道支社が発注する

床版取替工事の付帯工事（通信管路工）と

して行われた。総延長 10 ㎞の区間で日々

車線規制（4月）や終日対面通行規制（6月

以降）の条件で施工を行った（図-1）。なお，

管路材はねじ込み式塗覆装鋼管（PS40）1条

である（図-3）。 

幅 400㎜，厚さ 120㎜の舗装を撤去し，

土砂掘削は掘削幅 300㎜，掘削深さ 600㎜

とした。また，掘削方法は上部の上層路盤，

下層路盤を路盤材として再利用するため，

一次掘削（すき取り 280㎜）を行い，下部

（路床）を再度，二次掘削（200 ㎜）し捨

土とした。 

(3)通信管路工（県道）の概要 

通信管路工での施工は，令和 3年 3月～

12月に，通信事業者による単独地中化工事

として沖縄県八重山郡竹富町の県道で行

われた。総延長 16㎞の区間の内 7.2㎞で行

った（図-1）。なお，管路材は P-V管（φ50）

2条である（図-3）。 

 幅 520 ㎜，厚さ 40 ㎜の舗装を撤去し，

土砂掘削は掘削幅 500㎜，掘削深さ 460㎜

とした。  

 

４．施工速度の算定と解析 

 試験施工および実施工で得られたデー

タを整理・解析し，掘削断面積と施工速度

の関係を把握した。その結果を図-4 に示

す。施工速度として掘削のみの場合と掘削

に加えてダンプトラックの入替時間を考

慮したものを示している。以下に施工速度

とダンプトラック入替時間の算定方法に

ついて述べる。 

掘削断面積は 0.033～0.683m²の範囲で

あり，施工条件や土質条件の違いにより一

定のばらつきがみられたが，解析の結果，

掘削断面積が大きくなるに伴い，施工速度

が低下する傾向が確認された。 

施工時に計測した項目は，施工延長，積

込時間，ダンプトラックの入替時間，なら

びに不具合発生時の稼働停止時間である。

また，掘削開始から掘削終了まで連続した

データを 1 データとして整理した。ここで掘削終

了とは，ダンプトラックが満載となった場合や，掘

削中に埋設物等の影響で作業が中断した場合を指

す。試験施工および実施工で得られた施工延長お

よび施工速度を，掘削断面積ごとに集約したもの

示す（表-2）。 

施工速度は，各データの施工延長および積込み

に要した時間を基に算定し，試験箇所・断面積ごと

平均値を算出した。なお，計測延長約 3400ｍのデ

ータのうち，計測ミスや機械トラブルによる異常

値を除外し，最終的に 163 データ（計測延長約 3003

ｍ）を解析対象とした。また，掘削速度の算定にあ

たっては，施工延長の大小による影響を考慮する

必要があるため，今回，個別の計測値を単純平均す

るのではなく，延長を重みとした加重平均を採用

することで，長延長の施工における安定的な傾向

図-4 施工速度と断面積 
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表-2 試験データ一覧 

計測

延長

施工

速度

㎜ ㎜ ｍ2 ｍ ｍ ｍ/ｈ

1 R5 高速 4月 300 110 0.033 24.0 1 24.0 108.0

2 R5 高速 4月 300 200 0.060 634.0 12 858.9 144.0

3 R5 高速 6月 300 200 0.060 224.9 4

4 R3 試験 150 420 0.063 9.4 1 9.4 103.0

5 R5 高速 4月 300 280 0.084 704.8 19 1016.8 140.0

6 R5 高速 6月 300 280 0.084 312.0 5

7 R6 試験 610 190 0.116 19.3 3 19.3 140.0

8 R5 高速 4月 300 400 0.120 4.2 1 4.2 116.0

9 R3 試験 305 420 0.128 20.0 1 20.0 109.0

10 R5 高速 4月 300 480 0.144 382.4 12 551.4 104.0

11 R5 高速 6月 300 480 0.144 169.0 4

12 R3 県道 1期 500 420 0.210 72.6 7 195.6 119.0

13 R3 県道 2期 500 420 0.210 123.0 10

14 R3 試験 610 420 0.256 40.7 6 121.0 116.0

15 R4 試験 610 420 0.256 20.0 3

16 R6 試験 610 420 0.256 60.3 12

17 R3 国道 610 620 0.378 21.8 5 21.8 96.0

18 R4 試験 450 920 0.414 21.5 6 21.5 86.0

19 R3 試験 610 920 0.561 40.8 15 118.1 61.0

20 R3 国道 610 920 0.561 20.3 12

21 R4 試験 610 920 0.561 19.8 6

22 R6 試験 610 920 0.561 37.2 13

23 R6 試験 610 1120 0.683 21.0 5 21.0 57.0

3003.0 163

※ 掘削断面積,施工箇所（試験施工・実施工）毎に並び替え

年

度

合計

№ 箇所

断面積毎
デー

タ数

計測

延長

掘　削

断面積
掘削幅 掘削厚
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を反映させた。これにより，施工速度の評価が局所

的なデータに左右されることを防ぎ，より実態に

即した結果を得ることができた。 

また，ダンプトラックの入替時間は，施工条件に

大きく依存する項目であり，特に，掘削箇所から土

捨て場までの距離や運用台数の違いによって変動

が生じる。そのため，条件のばらつきを排除する観

点から，「トレンチャー施工中に 1台が待機してい

る状況」での計測値を分析対象とした。さらに，4t

および10tダンプトラックの双方を使用したため，

全計測値を平均化して代表的な入替時間として整

理した。 

例えば，掘削断面積が約 0.6m²（幅 610mm，掘削

深さ 1000mm）の場合，掘削速度（掘削土砂の積込

を含む）は約 66m/h であるが，ダンプトラックの

入替時間を考慮すると，施工全体の平均速度は約

32m/h に低下することが確認された。 

以上のように，実施工における各種作業を含め

た施工速度を把握することで，より実態に即した

施工計画が可能となる。また，これらの結果を基に，

施工条件に応じた掘削速度の目安が得られ，必要

工期把握など施工計画立案の基礎データとして活

用できる。 

 

５．施工の手引きの改訂 

トレンチャーによる試験施工および実施工のデ

ータの収集・解析から，前項の施工速度や施工上の

知見が蓄積したことから「電線埋設用掘削機械（ト

レンチャー）を活用した施工の手引き」7）（図-6）

の改訂を行った。本手引きは，国内における郊外部

の電線類地中化を検討するための技術資料となっ

ている。なお，施工の手引きは当研究所寒地機械技

術チームのホームページに掲載している 

（https://kikai.ceri.go.jp/）。 

 

６．おわりに 

電線類地中化のスピードアップに資するトレ

ンチャー掘削の掘削断面積と施工速度の関係につ

いて，試験施工および実施工に基づきデータを収

集・解析した。 

トレンチャー掘削が，実施工においてその導入

効果が確認されている一方，導入に向けた詳細な

技術資料が十分に整備されていない状況にあった。

そのため，施工速度の提示，施工上の留意点，一連

の施工フロー，適切な掘削断面，発注・設計段階に

おける検討事項など，得られた技術的知見を施工

の手引きに反映した。本手引きはトレンチャー工

法の導入促進に資する実践的技術資料として再構

成しており，今後の電線類地中化の推進に寄与す

ることが期待される。 
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